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石川県産業振興指針について
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石川県では、現在の産業振興指針である『石川県産業成長戦略』に基づき、県内の
中小企業等の取り組みを後押ししながら、本県産業の持続的に発展に取り組んできた。

一方、指針策定後、デジタル化の必要性の高まりやカーボンニュートラルへの対応など
の新たな時代の潮流のほか、人口減少のさらなる進展、不安定なグローバルリスクなど
様々な課題が生じている。これらの課題解決に向けた産業面からの貢献も含め、石川県
成長戦略とも連動し、新たな産業振興指針を策定する。

策定の趣旨

計画の位置づけ 対象範囲

計画期間

原則として、全ての産業を対象とする
※ 農林水産・観光など、産業振興のみならず多面的
な視点から個別の振興計画が定められているもの
との融合や部局間での連携に配慮

10年（2023～2032年度）
※ 策定から5年後に中間評価を行い、必要に応じて
計画を見直す
（毎年度検証可能な数値目標を定める）

「石川県成長戦略」と連動しつつ、
特に、『産業振興』面にフォーカスを
当てて、より詳細にとりまとめたもの

成長戦略

産業振興
指針

『産業振興』
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石川県の主な特徴
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上質な文化

高等教育機関の集積

地域コミュニティ

国内外からの人流（陸海空の交流基盤）

恵みをもたらす自然

・国内外の特定分野で高いシェアを誇るニッチトップ企業を多数輩出
 （国内）95社 （グローバルニッチトップ）9社（全国5位）

・建設・工作機械、繊維、伝統産業などのサプライチェーンの集積
 （特化係数）繊維製品（6.1）、電子部品・デバイス（2.6）、

 はん用・生産用・業務用機械（1.8） 等 ※R1県民経済計算ベース

・北陸新幹線や充実した道路網、国内外を結ぶ２つの空港（小松・能登）
  クルーズも多数寄港する２つの重要港湾（金沢・七尾）
・全国有数の観光誘客

・藩政期以来培われてきた質の高い文化
（36種もの伝統的工芸品、伝統芸能、加賀料理に代表される食文化など）
・金沢を中心とした現代美術、音楽などの文化創造

・世界農業遺産「能登の里山里海」やトキの放鳥候補地、日本三名山の
霊峰白山や「白山手取川ユネスコ世界ジオパーク」などの豊かな自然
・四季折々の新鮮な海山の幸、特色あるブランド食材

・人口10万人あたり全国トップの学校数
・国立の大学院大学の立地（全国で４都県のみ）
・県外から多くの学生が進学（転入超過）

・向こう三軒両隣の「地域の絆」が残り、県民の約８割が「住みやすい」と感じる
共助のコミュニティ
・商工団体のきめ細かな支援体制と業界団体の活発な取り組み

ものづくりの高い技術力



石川県の産業の特徴
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石川県の産業構造

第一次産業

第二次産業

第三次産業

農業

主な産業の姿

農業 林業 水産業

製造業（機械） 製造業（繊維） 製造業（食品）

建設業
製造業

（伝統産業）

情報サービス業 宿泊業 飲食業

特化係数（国（1.0）を上回る業種）

・宿泊・飲食サービス業(1.2)
・教育（1.2）
・保険衛生・社会事業(1.1)
・製造業(1.1)
・電気・ガス・水道・
 廃棄物処理業(1.1)
・建設業(1.1)
・不動産業(1.1)

参考:製造業（中分類）
・繊維製品(6.1)
・電子部品・デバイス(2.6)
・はん用・生産用・
業務用機械(1.8)
・印刷業(1.6)
・金属製品(1.2)
・窯業・土石製品(1.0)

県内GDP（実質）
4兆7,645億円

出典：内閣府「県民経済計算」、石川県「県民経済計算」

業種別GDP構成比
（2019年・実質）

出典：内閣府「2019年度国民経済計算
経済活動別国内総生産」

出典：内閣府「県民経済計算」



石川県の産業の主要指標
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デジタル
デジタルによる社会変革が本格化する中、デジタル技術による地域
課題解決やビジネスモデル構築など、新たな価値を生み出す産業を
創造するとともに、多様なデジタル人材の育成が求められる。

グリーン
国内外でカーボンニュートラルの実現やグリーン化へと向かう中、
環境配慮型の事業活動への転換やグリーン分野の成長市場への参入
といった環境配慮と成長の両立を図ることが求められる。

人材
人口減少の更なる進展や少子高齢化による労働力確保への懸念に加え、
高度な専門人材の獲得競争が激化する中、魅力ある就業と暮らしの
環境整備やリスキリング等による成長機会の提供が求められる。

研究開発・
スタートアップ

スタートアップやイノベーションが国の重点施策として位置づけら
れる中、地域課題や地域資源、高等教育機関の集積などの特徴を
活かし、新事業やスタートアップを創出していくことが求められる。

国内外の販路
人口減少や顧客ニーズの多様化に加え、グローバル化による各国の
相互依存が強まる中、国内外で急成長する市場を捉えた移輸出や、
誘客による域内消費の拡大を図っていくことが求められる。

事業基盤
地場産業・県民生活を支える中小企業・小規模事業者が抱える課題が
高度化・複雑化する中、きめ細かな伴走支援により、持続的経営や
円滑な事業承継を推進し、事業基盤の強化を図ることが求められる。

誘致
サプライチェーンの見直しや地方進出の動きがある中、人手確保が
懸念されることを踏まえ、高い付加価値や労働生産性のもと、県内
企業にも経済波及効果をもたらす企業等の戦略的誘致が求められる。

社会環境を取り巻く重要なテーマ
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石川県の産業のSWOT分析
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テーマ
石川県の状況 今後１０年の主な環境変化 石川県の産業が

乗り越えるべき
課題強み 弱み 機会 脅威

デ

ジ

タ

ル

・機械・繊維・伝統産業のサプライ
チェーン
・情報サービス産業の集積
・高等教育機関の集積
・産学官金の連携体制

・全産業でデジタル化の遅れ
(取組のレベルにばらつき)
・経営者層の意識の低さ
・実例に乏しく情報も限られる

・デジタル活用による地域課題解決、
DX推進が政策トレンド
・あらゆる産業でのデジタル化が
前提の流れ

・2030年には16～79万人の
IT人材が不足する見込
・DXが進む他地域・他社との
競争激化

・あらゆる業種でＤＸを
推進し、産業の競争力

  を強化
・地域課題解決に向けて
産業面からの貢献

グ

リ
ー
ン

・産学官金の連携体制
・「いしかわカーボンニュートラル推進
元年(2022年)」、あらゆる主体

  で取組を強化していく流れ

・事業者の半数が取組予定なし
・中小・小規模では、効果が見え
ないと取り組みにくい

・「グリーン成長戦略」(経産省)に
よる14の重要分野への投資拡大
・国際社会での環境配慮ニーズの
高まり

・カーボンプライシング導入など、
企業のCO2排出コスト増
・環境配慮が企業イメージに直結
する時代へ

・市場成長が見込まれる
グリーン分野への参入
・カーボンニュートラル対応
と生産性向上の両立

人

材

・高等教育機関への学生は流入
超過、若い世代が集まりやすい
・全国的に高い評価を得ている
暮らしやすさ

・人口減少や少子高齢化等による
将来にわたる労働力減少
・高度な専門人材の不足
・外国人材の確保困難の声

・コロナ禍を機に地方への関心増加、
新たな働き方(テレワーク、副業等)
・成長分野への労働移動が活発化

・生産年齢人口の減少、外国人材
確保困難など将来にわたる人材
確保に懸念
・高度な専門人材の獲り合い

・高等教育機関との
連携による人材の
確保・定着や、
リスキリングの推進

研

究

開

発

・

ス

タ
ー
ト

ア

ッ

プ

・豊富な地域資源
・高等教育機関の集積
・産学官金の連携体制

・産学官連携への意識が低い
・高等教育機関の集積に比べ、
大学発ベンチャーが少ない
・県内にスタートアップを創出する
エコシステムがない

・国のイノベーションへの支援充実
・海外ではスタートアップが成長を
牽引、日本「スタートアップ元年」
（2022年）として取組強化

・顧客ニーズ・消費動向の多様化
・社会環境の変化、技術革新に
より研究から製品化までが短期化
・成長分野・スタートアップに関わる
人材が都市部へ流出

・産学官金の連携による
絶え間ない新事業・
新産業の創出
・成長の原動力となる
スタートアップの創出

国

内

外

の

販

路

・豊富な地域資源
・独自の技術・製品を持ち、顧客
ニーズに対応するニッチトップ企業
を数多く輩出
・陸海空の交流インフラの充実

・中小・小規模は販路開拓を担う
人材、国際展開やEC、知財など
専門知識や経験を有する専門
人材が確保困難
・知的財産権の活用が少ない

・海外市場の急成長と越境EC
市場の拡大 
・2024年春新幹線県内全線開業
による石川県への注目の高まり

・グローバル化による不確実性の
高まりが顕在化（戦争、他国
政策対立、資源・原油価格高騰、
  感染症リスクなどの動向が経営
環境に与える影響大）

・県産品等の価値や
魅力の効果的な発信
・国内外への販路開拓・ 
拡大を後押し
・ニッチトップ企業の育成

事

業

基

盤

・専門家派遣、支援機関の機能
強化などきめ細かな伴走支援が
高い評価
・全国初の中小企業庁等との伴走
支援に関する連携協定・モデル的
な取組

・経営者の平均年齢、後継者
不在率の上昇、相談件数の増加
など事業承継が課題
・コロナ禍の特別融資の返済が
本格化

・事業承継に関する国支援の充実
・価値観がモノからコト、トキへと
変化し、大量生産・消費ではなく、
希少・質の高さが重宝

・グローバル化による不確実性の
高まりが顕在化
・コロナ禍の長期化、原油原材料
価格の高騰など、足元の景況が
不安定（先行きが不透明）

・中小企業・小規模
事業者の事業基盤の
足腰強化
・小回りを活かした事業
展開の支援や円滑な
事業承継を推進

誘

致

・交通の利便性の良さ、自然災害
リスクの低さなど、立地の優位性

・人口減少、少子高齢化等による
地域・業種間での人材偏在
・進出や増設にあたっての国内・
県内での産業用地不足

・コロナ禍によりサプライチェーンの
脆弱性が顕在化し、生産拠点の
見直し（再構築）の動き
・コロナ禍やデジタル化により、
首都圏から地方進出への関心

・人手不足による人材確保難や
デジタル化や脱炭素化による
産業構造の変化

・高い付加価値を生み
出す、労働生産性が
高い企業の誘致促進
（従来の雇用創出
目的の誘致を見直し）
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石川県産業振興指針の基本理念

石川県の産業が乗り越えるべき重要なテーマ
（デジタル、グリーン、人材、研究開発、スタートアップ・販路、事業基盤、誘致）

基本理念

新たな時代を捉えてともに飛躍・成長する、石川県の特徴を活かした魅力ある産業づくり

11

石川県の状況
（強み・弱み）

今後１０年の環境変化
（機会・脅威）

施策を検討していくための３つの視点

産学官金の「オール石川」の体制によるきめ細かな伴走支援に
加え、県内のリソースだけでなく、高度専門人材や国・研究機関
との連携、国等の支援策を最大限展開し、石川県の産業の
潜在力を徹底的に開花させていく。

①県内に先進的なモデルをつくる

デジタル化やカーボンニュートラルへの対応などの時代の潮流や、
人口減少のさらなる進展、不安定なグローバルリスクなど様々な
課題の中で、勝ち筋を見出し新たな挑戦をする地域の中核企業
やスタートアップを飛躍へと導き、地域産業の成長を牽引する
モデルとなる企業を生み出す。

②産業全体がともに発展していく

地場産業、県民生活を支える中小企業・小規模事業者の着実
な成長を後押しし、石川県の特徴を活かしながら、暮らしやすさ、
働きやすさの基盤となる、魅力ある産業を作り上げていく。

③産学官金が連携して取り組む



リスクに強靭な
事業基盤

石川県産業振興指針の成果指標

12

県民１人当たりの県内総生産（実質） 年平均2.2％成長

県内人材の活躍
県外人材の誘致

産業集積による
経済性の向上

事業者の規模の
経済性の向上

社会環境を捉えた
競争力強化

出典：内閣府「2021年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）」 、（出典）総務省「国勢調査」（R２）、国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」(H30推計)
独立行政法人 労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計－全国推計を踏まえた都道府県別試算」、石川県「石川県労働力調査」など統計資料を元に石川県産業政策課において試算

＝ × ×県 内 G D P
総 労 働 時 間

労働生産性

総 労 働 時 間 
就 業 者 数

平均労働時間

就 業 者 数
県 内 人 口

就業者人口比率

県 内 G D P
県 内 人 口

一人当たりGDP（参考）県内GDP

（R4比）約 ２２Pt 増 （R4比）約 ８Pt 減 （R4比）約 2Pt 増

（兆円）

（R4比）約 ２４Pt 増

（千円/時）

⚫  過去１０年（H24-R4推計）の平均成長率（1.２％）をさらに１.0％上回る
⚫ 実質GDP年平均2.0％成長に相当（参考：国目標値の「実質GDP2％程度の成長」と同等）

※実質GDP：物価の変動による影響を取り除き、
  その年に生産された財の本当の価値を算出したもの

（時間（年））

付加価値の向上 ・ 生産コストの低減

産出額（出荷額等） － 原材料・光熱水費等
総労働時間（平均労働時間×就業者数）

（R4比）約 ３３Pt 増

ワークライフバランス
可処分時間増加

（百万円）



（参考）労働生産性の成長実現イメージ（簡易な試算）

労
働
生
産
性 

成
長
率

成長牽引企業
（３.７％成長）

（参考）日本全体の実績

・1981年に10％超を記録
・近年は１％前後で推移

県全体で年平均２.９％成長
 ＝１０年間で３３％成長

過去10年平均
0.7％成長

従業員100人以上事業者
（大企業・中堅企業）

従業員100人未満事業者
（中小企業・小規模事業者）

企業数 3％ 97％

従業者数 52％ 48％

付加価値額

（鉱工業）
66％ 34％

（参考）石川県内の割合

全ての事業者
（１.４％成長）

3％
大企業・中堅企業

+
スタートアップ

97％
（中小企業・小規模事業者）

企業数の割合

第５章
（成長を牽引する産業モデル）

第４章
（分野別の施策）

出典:
企業数・従業員数
総務省「令和3年度経済
センサス活動調査 速報集計 
企業等に関する集計」

付加価値額（鉱工業）
石川県「石川県の工業」
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第１章 策定の趣旨

第２章 石川県の産業を取り巻く現状

第３章 産業振興指針における方向性

第４章 産業成長を支える分野別の施策

（現状・課題からのボトムアップ）

第５章 石川県の特徴を活かした

成長を牽引する産業のロールモデル

（ありたい姿からのバックキャスト）

第６章 推進体制と進捗管理

石川県産業振興指針

14



成果指標の達成に向けた施策のキーワード・重点７分野の施策の方向性

15

構成要素 施策の主なキーワード

労働生産性 付加価値の向上・
生産コストの低減

産業集積による
経済性の向上

②炭素繊維ｸﾗｽﾀ-
⑥域内ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

(機械・繊維・伝産)
⑦関連企業誘致
④地域資源活用 等

事業者の規模の
経済性の向上

⑤国内外への販路拡大
⑤成長市場への新規参入
⑤ニッチトップの達成
⑤インバウンド需要等の獲得
⑥M&A

社会環境を捉えた
競争力強化

①ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ
④新たな技術・商品の開発
④地域課題ビジネスの創出
④スタートアップ
⑤ブランディング
③高度専門人材育成

リスクに強靭な
事業基盤

①デジタル化、自動化
②ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙへの対応
⑥支援機関による伴走支援
⑥資金繰り・事業承継

平均労働時間

就業者人口比率 県内人材の活躍・
県外人材の誘致

③学生の県内就職の促進
③UIターン人材の確保
③外国人材の確保・定着
③女性活躍
③高齢者活躍
③副業人材の活用

重点分野 施策の方向性

①デジタル ▶ DXの推進

②グリーン ▶ GXの推進

③人材 ▶
産業を支える
人材の確保・育成

④研究開発・
 スタートアップ

▶
新事業・新産業の
創出

⑤販路
（国内外）

▶
国内外への販路
拡大・魅力発信

⑥事業基盤
（承継等）

▶
中小企業・小規模
事業者等の事業
基盤の強化

⑦企業誘致 ▶
企業等の戦略的
誘致



石川県の産業振興施策の方向性

16

基本理念 施策の方向性
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DX（デジタル・トランスフォー
メーション）の推進

（１）事業者のニーズに応じたきめ細かなデジタル人材育成
（２）ＤＸの取組に対する計画や資金等の支援
（３）デジタルツインなど先進技術の普及促進
（４）社会サービスの活発化に向けたデータ連携基盤の整備・活用

GX（グリーン・トランスフォー
メーション）の推進

（１）成長市場としてのグリーン分野への参入
（２）世界の潮流を踏まえたカーボンニュートラル対応と競争力強化の両立

（カーボンニュートラルの普及啓発、環境配慮型の事業活動の実践）

産業を支える人材の確保・育成 （１）多様な人材の活躍
 （学生の県内就職、ＵＩターン人材の確保、副業等人材の活用、
外国人材の確保・定着、あらゆる人材の活躍）

（２）個別産業に求められる人材の確保・育成
（農林水産業、建設業、製造業、介護・福祉サービス業等）

（３）事業者のニーズに応じたきめ細かなデジタル人材育成（再掲）

新事業・新産業の創出 （１）地域の特徴を活かした新たな技術・製品・サービスの開発
 （地域資源活用、地域課題対応、クリエイティブ人材の活躍）

（２）県内外の研究開発機関との連携による新たな事業・産業の創出
（３）成長の新たな原動力となるスタートアップの創出・育成
（４）社会サービスの活発化に向けたデータ連携基盤の整備・活用（再掲）

国内外への販路拡大・
魅力発信

（１）県産品の魅力・価値の向上と効果的な発信
（２）海外への事業展開の促進とニッチトップ企業の育成
（３）国内における事業展開の促進
（４）西部緑地公園の再整備（次世代型産業展示館の整備）

中小企業・小規模事業者等の
事業基盤の強化

（１）経営課題の高度化・複雑化に対応するための伴走支援の強化
（２）円滑な事業承継の推進
（３）セーフティネットの充実
（４）賃上げを行う企業への支援環境の整備
（５）地域企業の経営を下支えするデジタル基盤の整備

企業等の戦略的誘致 （１）高い付加価値を生み出す労働生産性が高い企業の誘致
（２）魅力ある雇用の場となる本社機能やサテライトオフィスの誘致 16

7/31
修文



DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進

17

あらゆる産業においてデジタル化が前提となる中、生産性向上や業務効率化だけではなく、将来の成長に
向け、デジタル技術を活用した先進的な取組を創出するなど、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
を推進し、本県産業の競争力強化につなげるため、事業者のニーズに応じた人材・資金・技術を総合的に
支援します。

(1)事業者のニーズに応じたきめ細かなデジタル人材育成
DXの推進に向け、高等教育機関とも連携しながら、事業者のニーズに応じたデジタル人材を育成します。

・AI・IoT等における最先端技術により新たな価値を提供できる専門人材の育成
・産業界のニーズを踏まえた高等教育機関でのリスキリングプログラムの開発・整理・マッチング
・DXに関する基本的な知識・ノウハウの普及啓発

(2)ＤＸの取組に対する計画や資金等の支援
国の段階的な支援体系との整合も図りつつ、県内における先進的なDXの取組の創出や、事業者のＤＸに向けた

設備・システム導入などの計画や資金等を支援するほか、知的財産の戦略的活用を促進します。
・県内における企業が連携した先進的なＤＸの取組の創出
・事業者のＤＸに向けた設備・システム導入支援
・知的財産の戦略的活用の促進

(3)デジタルツインなど先進技術の普及促進
デジタルツインや次世代移動通信システム（5G等）などの先進技術の普及促進に向けて、石川県工業試験場に

「石川ものづくりＤＸ推進センター（仮称）」を整備するなど、ものづくり企業の国際競争力の強化を後押しします。
・デジタルものづくり拠点（石川ものづくりDX推進センター（仮称））の整備
・デジタルツインや次世代移動通信システム（５G等）の普及促進

(4)社会サービスの活発化に向けたデータ連携基盤の整備・活用
社会サービスの民間参入や取組を活発化させるため、本人認証機能等を備えたデータ連携基盤を整備し、オープン

データを拡充します。
・共助・共創を促す石川県広域データ連携基盤の整備
・行政機関が保有するデータのオープンデータ化

7/31
修文



GX（グリーン・トランスフォーメーション）の推進

18

カーボンニュートラルや循環経済（サーキュラーエコノミー）の実現などグリーン化の取り組みが本格化
する中、環境配慮を制約ではなく成長の機会と捉え、今後の市場の成長が見込まれるグリーン分野への
参入や、カーボンニュートラル対応と競争力強化の両立を図るなど、グリーン・トランスフォーメーション
（ＧＸ）を推進し、新たな成長機会の獲得から普及啓発・実行までを総合的に支援します。

(1)成長市場としてのグリーン分野への参入
カーボンニュートラルの実現という成長の機会の獲得に向け、今後の市場の成長が見込まれる、先進的なエネルギー

技術や新素材の開発など、グリーン分野への参入に向けた研究開発等の取り組みを後押しします。
・脱炭素化に資する先進的なエネルギー技術や新素材の研究開発支援
・炭素繊維分野における革新的な研究開発の推進と用途展開

(2)世界の潮流を踏まえたカーボンニュートラル対応と競争力強化の両立
カーボンニュートラルへの対応と競争力強化を両立させるため、省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入など、

事業者のGXを後押しします。

 ①カーボンニュートラルの普及啓発
カーボンニュートラルに関する知識やノウハウ、水素関連技術等の最新動向など、事業者の取組段階に応じた普及

啓発を行います。
・産業ごとの課題や事業者の取組段階に応じた普及啓発
・水素社会実現に向けた普及啓発・実証フィールドの整備

 ②環境配慮型の事業活動の実践
脱炭素化への取り組みや、環境に配慮した製品・サービスの開発などを後押しし、カーボンニュートラルや循環経済

（サーキュラーエコノミー）の実現に向けた環境配慮型の事業活動の実践を促進します。
・省エネ・再エネ設備の導入などの脱炭素化を支援
・環境に配慮した製品・サービスの開発等の促進（いしかわエコデザイン賞等）
・民間企業の再生可能エネルギー事業への参入促進
・資源循環の取組促進（廃棄物等の排出抑制の推進、リサイクル製品の利用促進、J-クレジット制度の普及・開発、
 木質バイオマスの利用促進）



人口減少のさらなる進展により人手不足が恒常化し、デジタル化による新たな働き方やライフスタイル
が定着していく中、職場環境の改善や企業と人材のマッチング等により、産業を支える多様な人材の確保
を進めるとともに、高等教育機関と連携し、企業ニーズに対応する産業人材を育成します。

(1)多様な人材の活躍
多様な人材が希望に応じて活躍することができるよう、デジタル化による新たな働き方やライフスタイルの定着を捉えた

職場環境の改善や、企業と人材とのマッチングを進めることで、県内人材の活躍や県外人材の誘致を促進します。

 ①学生の県内就職
高等教育機関との連携による県内学生の県内定着の促進など、学生の県内就職を促進します。
・就職活動段階に応じた支援（インターンシップ、合同就職説明会、奨学金返還助成制度など）
・県内高等教育機関との連携による学生の県内定着の促進
・豊かな自然や文化などを活かしたサテライトキャンパス構想の推進

 ②ＵＩターン人材の確保
 地方移住への関心の高まりやテレワークなどの新たな働き方を踏まえ、石川県の地域の魅力や暮らしやすさを
発信し、移住定住を促進するとともに、UIターン就職を希望する人材と企業とのマッチングを支援します。

・一人一人のニーズに寄り添ったきめ細かな支援による石川への移住・定住の促進
・いしかわ就職・定住総合サポートセンター（ILAC）によるマッチング支援の強化
・多様な主体による起業への挑戦の後押し

 ③副業等人材の活用
副業等の新たな働き方を踏まえ、多様な知識・ノウハウを有する都市部の副業やフリーランス等の人材と、

人手不足に悩む県内企業とのマッチングを支援します。
・都市部からの副業等の活用支援

産業を支える人材の確保・育成

19



産業を支える人材の確保・育成

20

(2)個別産業に求められる人材の確保・育成
人手不足が慢性化している業種の人材の確保を進めるとともに、伝統的な技術の継承、産業技術専門校による

職業訓練などにより、次世代の担い手を育成します。
・個別の産業を支える人材の確保・育成（農林水産業、建設業、製造業、介護・福祉サービス業等）
・産業技術専門校による職業訓練の実施
・伝統的な技術の次世代への継承
・基幹産業としての石川の観光を担う人材の育成
・将来の地域産業を支える児童生徒へのキャリア教育・職業教育の充実

(3)事業者のニーズに応じたきめ細かなデジタル人材育成（再掲）

 ④外国人材の確保・定着
外国人材の確保に取り組む企業等に対し、採用前の準備から採用後の定着までをきめ細かく支援します。
・外国人住民の支援体制の強化（日本語教室など）
・外国人労働者等（介護人材、農業人材含む）の確保・定着支援

 ⑤あらゆる人材の活躍
女性や高齢者、障害のある人など、年齢や性別、障害の有無に関わらず、あらゆる人材の活躍を支援します。
・多様で柔軟な働き方への支援
・企業におけるワークライフバランスの取組の推進
・企業が従業員の健康に配慮した経営を行う「健康経営」の推進 （健康経営を宣言する企業等の認定、セミナーの開催など）
・企業等における女性活躍に向けた機運の醸成
・多様な主体による起業への挑戦の後押し（再掲）



伝統的工芸品や里山里海などの地域資源、食や美術・芸術など文化の厚み、ものづくりの高い技術力、
高等教育機関の集積といった強みや特徴を活かし、本県産業の競争力強化を図るため、成長戦略ファンドの
活用や産学官金の連携により、新たな事業・産業やスタートアップを創出します。

(1)地域の特徴を活かした新たな製品・サービスの開発
地域の特徴を活かした新たな製品・サービスの開発を促進し、新たな需要の獲得や社会課題の解決につなげます。

①地域資源活用
伝統的工芸品や里山里海、食文化などの地域資源を活用した新たな製品・サービスの開発を支援します。
・地域資源を活かした新たな商品・サービスの開発（成長戦略ファンドなど）
・伝統的な技術等を活かした商品開発・販路開拓
・県内における企業が連携した先進的なＤＸの取組の創出（再掲）
・脱炭素化に資する先進的なエネルギー技術や新素材の研究開発支援（再掲）
・知的財産の戦略的活用の促進（再掲）

②地域課題対応
社会サービスへの参入など、地域課題に対応する事業者の新たなサービスの開発を支援します。
・地域課題に対応する新たな社会サービスの開発（成長戦略ファンド）

③クリエイティブ人材の活躍
高等教育機関の集積など人材養成に適した特性を活かし、クリエイティブ人材の活躍を促進し、コンテンツ・

サービス産業の集積を図ります。
・クリエイティブ人材などコンテンツ産業の集積に向けた人材・企業の誘致
・コンテンツ・サービス産業に携わる人材の育成
・デザイナー等とのマッチングによる商品・サービスの開発
・コンテンツ産業を振興するイベント等による賑わいの創出

新事業・新産業の創出
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(2)県内外の研究開発機関との連携による新たな事業・産業の創出
「いしかわ新事業創出支援コンソーシアム」による産学官金の連携と案件組成の強化により、県内企業と県内外の

研究開発機関との共同研究等を推進し、新たな事業・産業を創出します。
・「いしかわ新事業創出支援コンソーシアム」による産学連携の推進
・県内企業と県内外の研究開発機関との共同研究等の推進（成長戦略ファンドなど）
（産業技術総合研究所中部センター石川サイト、ブリッジ・イノベーション・ラボラトリ（BIL）、情報通信研究機構（NICT）、
  東京大学先端科学技術研究センター、金沢工業大学革新複合材料研究開発センター（ICC）など）
・DX、GXに対応する工業試験場の機能強化

(3)成長の新たな原動力となるスタートアップの創出・育成
本県産業の持続可能な成長に向け、新たな原動力となるスタートアップを生み・育てる仕組み（エコシステム）を構築し、

全国や世界を舞台に活躍するスタートアップを輩出します。
・スタートアップを支援するコンソーシアムの構築
・スタートアップの成長段階に応じた資金・経営・マッチング支援（成長戦略ファンドなど）

(4)社会サービスの活発化に向けたデータ連携基盤の整備・活用（再掲）

新事業・新産業の創出
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国内での人口減少によるマーケットの縮小や、ニーズの多様化への対応、グローバル化が進む海外市場
でのシェアの獲得に向け、国内外における石川ブランドの確固たる地位を確立し、農林水産物や伝統的
工芸品等の県産品の競争力を強化するとともに、特定分野でのシェアの拡大を目指すニッチトップ企業を
育成します。

(1)県産品の魅力・価値の向上と効果的な発信
農林水産物や伝統的工芸品等の県産品の魅力やブランド価値を向上させるとともに、国内外のアンテナショップや

県内への誘客を通じて、県産品の魅力・価値を効果的に発信します。
・石川県産品のブランド価値の向上（ブランド食材、伝統的工芸品、里山里海資源、食文化など）
・国内外のアンテナショップによる県産品の魅力・価値の効果的な発信
・伝統的な技術等を活かした商品開発・販路開拓（再掲）
・知的財産の戦略的活用の促進（再掲）

(2)海外への事業展開の促進とニッチトップ企業の育成
国内市場が縮小する中、アジア等の新興国の成長の果実を獲得するため、ジェトロとも連携しつつ、海外への事業

展開を促進するとともに、世界市場でのシェア拡大を目指すグローバルニッチトップ企業を育成します。
・国際展開のサポートの充実（市場調査・バイヤー開拓など）
・海外展示商談会の開催・出展支援
・グローバルニッチトップ企業の育成
・港湾機能の充実による交流促進（取扱貨物やクルーズ船の寄港拡大、国際物流拠点化、賑わい創出）

(3)国内における事業展開の促進
北陸新幹線県内全線開業、大阪・関西万博などの様々な機会を捉え、国内販路の開拓・拡大につなげるとともに、

観光客やビジネス交流などによる域内需要を獲得するため、国内における事業展開を促進します。
・国内展示商談会の開催・出展支援
・ニッチトップ企業の育成
・観光誘客・ビジネス交流などによる域内需要の拡大（文化観光、産業観光、ワーケーション、MICEなど）

(4)西部緑地公園の再整備（次世代型産業展示館の整備）
産業成長のための展示機能の強化と公園の賑わい創出に向けて、次世代型産業展示館を整備します。

国内外への販路拡大・魅力発信
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事業者の経営課題が高度化・複雑化する中、地域の生活・サービスを支える中小企業・小規模事業者
の事業基盤の足腰を強化し、本県産業の持続的発展を図るため、支援機関等によるきめ細かな伴走
支援によって、小回りを活かした事業展開や成長促進、円滑な事業承継を推進します。

(1)経営課題の高度化・複雑化に対応するための伴走支援の強化
事業者の経営課題の高度化・複雑化に対応するため、中小企業庁等との連携や支援機関の体制強化などを

通じて伴走支援を強化します。
・中小企業庁等との連携による伴走支援の強化
・支援機関の伴走支援体制の強化
・事業の成長や効率化・改善を支援するアドバイザーの派遣

(2)円滑な事業承継の推進
経営者の高年齢化、後継者不足を解消するため、円滑な事業承継を推進します。
・事業承継支援の強化（相談体制の強化、支援の充実など）

(3)セーフティネットの充実
経営者が安心して新たな挑戦をすることができるよう、健全な財務状況の確保、円滑な資金調達などのセーフティ

ネットの充実を図ります。
・十分な制度融資枠の確保
・厳しい経営環境にある事業者の事業再生・事業転換支援
・物価高騰など環境変化に対する支援

(4)賃上げを行う企業への支援環境の整備
物価変動による適正な価格転嫁、付加価値の向上と連動した賃上げの好循環を実現するため、賃上げを行う企業

への支援環境を整備します。
・賃上げ等を行う企業へのインセンティブの付与

(5)地域企業の経営を下支えするデジタル基盤の整備
データ連携基盤やキャッシュレス取引などのデジタル基盤を整備し、データを利活用しやすい環境を目指します。
・経営支援のための情報分析の強化
・キャッシュレス取引の推進による経営の効率化
・中小企業・小規模事業者等へのデジタル化への意識啓発・ノウハウ支援

中小企業・小規模事業者等の事業基盤の強化
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サプライチェーンの見直しや、企業の地方進出の動きを踏まえつつ、本県立地の優位性を活かした誘致
活動を行い、高い付加価値を生み出す労働生産性が高い企業や、魅力ある雇用の場となる本社機能や
サテライトオフィスを戦略的に誘致します。

(1)高い付加価値を生み出す労働生産性が高い企業の誘致
人手不足の恒常化を考慮し、特に、高い付加価値を生み出す、労働生産性が高い企業を積極的に誘致します。
・企業立地補助制度による企業進出や増設の支援
・交通の利便性の良さや自然災害リスクの低さなど地域の特性を活かした誘致活動の展開
・誘致企業へのきめ細かいフォローアップの実施
・データの蓄積や処理を担うデータセンターの誘致

(2)魅力ある雇用の場となる本社機能やサテライトオフィスの誘致
県内の若者・女性などの流出防止や、都市部からの人口流入の受け皿となる、魅力ある雇用の場を創出するため、

本社機能やサテライトオフィスを誘致します。
・本社機能やサテライトオフィスの誘致
・コンテンツ産業に携わる企業等の誘致（再掲）

企業等の戦略的誘致
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施策 指標名 現況値 目標値 指標の説明 出典

Ｄ

Ｘ

の

推

進

▶
県内産業の
付加価値率

21.6％
（R2）

22.3％
（R14）

県内産業が新しく創造した価値の割合を
示す指標。

DX・GXの推進、新事業創出等による
競争力強化、生産性向上により、
実質GDP年平均2.0％成長に相当する、
付加価値率の上昇を目指す。

年平均成長率
（H23-R2実績） R14目標（R4比）

実質GDP 1.3％ ⇒ 2.0％（22pt増）

付加価値額 1.8％ ⇒ 3.0％（31pt増）

売上高   2.7% ⇒ 2.7％（34pt増）

※過去実績では減少傾向にあるが、

 今後10年でプラス成長を目指す

  H23:23.4%⇒H27:22.7%⇒R2:21.6％

総務省統計局
「経済センサス・経済
構造実態調査」

Ｇ

Ｘ

の

推

進

▶

県内産業の
付加価値率(再掲）

21.6％
（R2）

22.3％
（R14）

温室効果ガス排出量
の削減率（産業部門）

▲12.1％
（R2）

▲38％
(R12)

2030年の県内の温室効果ガス排出量の
50％削減に向けて、産業部門における削
減目標を示す指標。GXに係る設備補助
等により、国の目標を踏まえ、2013年度
比で38％削減を目指す。

経済産業省
「都道府県別
エネルギー消費統計」

石川県
「石川県環境総合
計画」

温室効果ガス排出量
の削減率（業務部門）

▲37.4％
（R2）

▲51%
(R12)

2030年の県内の温室効果ガス排出量の
50％削減に向けて、業務部門における削
減目標を示す指標。GXに係る設備補助
等により、国の目標を踏まえ、2013年度
比で51％削減を目指す。

産業成長を支える分野別のKPI

付加価値額
 売上高

付加価値率 ＝ ×100

1+3.0％ 
1+2.7%

付加価値率 ＝ ＝  0.3％（3pt増）

21.6％（R4推計）×1.03≒22.3％
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施策 指標名 現況値 目標値 指標の説明 出典

産

業

を

支

え

る

人

材

の

確

保

・

育

成

▶

学生の県内就職率
（県内大学・県内出身）

約７.５割
（R4）

８.５割
(R14)

県内大学に在籍する県内出身学生の
県内就職の割合を示す指標。
マッチング機会の創出等により、
１割程度の増加を目指す。

石川県調べ

学生の県内就職率
（県内大学・県外出身）

約１.５割
（R4）

２.５割
(R14)

県内大学に在籍する県外出身学生の
県内就職の割合を示す指標。
マッチング機会の創出等により、
１割程度の増加を目指す。

石川県調べ

学生の県内就職率
（県外大学・県内出身）

約５.５割
（R4）

７.０割
(R14)

県外大学に在籍する県内出身学生の
県内就職の割合を示す指標。
マッチング機会の創出等により、
１.5割程度の増加を目指す。

石川県調べ

UIターン就職
マッチング件数

年368件
（R4）

年600件
（R14）

ILACを通じたUIターン就職者の数を
示す指標。
相談やイベント等の充実により、
年250件程度の上積みを目指す。

石川県調べ

外国人労働者の
受入事業所数

2,030事業所
（R4累計）

4,000事業所
（R14累計）

外国人労働者の受け入れ状況を示す指標。
外国人が働きやすい環境整備により、
受入事業所数の倍増を目指す

石川労働局
「外国人雇用状況」

女性の就業率
（15歳～6４歳）

７７％
（R4）

８０％
（R14）

女性の就業率を示す指標。
マッチング機会の創出等により、
全国トップレベルにある現状から、さらに
3％程度の増加を目指す。

石川県
「石川県労働力調査」

高齢者の就業率
（65歳～）

２９％
（R4）

３２％
（R14）

65歳以上の高齢者の就業率を示す指標。
マッチング機会の創出等により、
全国トップレベルにある現状から、さらに
3％程度の増加を目指す。

石川県
「石川県労働力調査」

高校生の県内就職率 91.5％
（R4）

90％以上
高校生の地元への就職率を示す指標。
大学と連携した知識・技能の習得等に
より、高い地元就職率の維持を目指す。

文部科学省
「高等学校卒業予定者の

就職内定状況に関する調査」

リスキリング等の
受講者数

15,098名
（R1-R4累計）

56,000名
（R1-R14累計）

産業技術専門校の在職者訓練やリスキリ
ング事業の受講者数を示す指標。
産業界のニーズを踏まえた人材育成に
より4万人(年4千人)の受講を目指す。

石川県調べ

産業成長を支える分野別のKPI
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施策 指標名 現況値 目標値 指標の説明 出典

新

事

業

・

新

産

業

の

創

出

▶

県内産業の
付加価値率（再掲）

21.6％
（R2）

22.3％
（R14）

総務省
「経済センサス・
経済構造実態調査」

大学発スタートアップ
の創出数

22件
（R4累計）

40件
(R14累計)

県内産業の成長の原動力となるスタート
アップのうち、特に、高等教育機関の集積
に比して少ない、大学発のスタートアップの
創出数を示す指標。
支援体制の構築等により、事業開始前
(R3）の19件からの倍増を目指す。

経済産業省
「大学発ベンチャー等
実態調査」

知的財産の
年間取得件数

年1,323件
(R3)

年1,500件
（R14）

研究開発やデザイン等により産み出される
財産的な価値を保護する権利の取得
状況を示す指標。
知的財産の戦略的な活用を促進することで、
過去１０年の実績（年 約１千件）の
1.5倍となる年間取得件数を目指す。

特許庁
「特許行政年次報告書」

国

内

外

へ

の

販

路

拡

大

・

魅

力

発

信

▶

県内企業の輸出額
3,331億円

（R4）

4,348億円
（R14）

県内企業の海外取引額の状況を示す指標。
海外バイヤーとの商談等を通じた販路
拡大により、約1千億円の増加（年平均
2.7％成長）を目指す。

石川県「貿易・海外
投資活動実態調査」

県内企業の
国内移出額

2.0兆円
（R4）

2.6兆円
（R14）

県内企業の県外取引額の拡大を示す指標。
商談会の開催等を通じた販路拡大により、
約0.6兆円の増加（年平均2.7％成長）
を目指す。

石川県調べ

事業者あたりの売上高
224百万円

（R2）

291百万円
（R14）

事業者ごとの売上高平均を示す指標。
商談会の開催等を通じた販路拡大により、
約7千万円程度の増加（年平均2.7％
成長）を目指す。

総務省
「経済センサス・
経済構造実態調査」

ニッチトップ企業数
９５社
（R4累計）

１２０社
（R14累計）

価格競争に巻き込まれない独自の技術に
よって特定分野で高いシェアを誇るニッチ
トップ企業数を示す指標。
販路開拓支援等により、２５社の増加
（年1～3社増）を目指す。

石川県調べ

産業成長を支える分野別のKPI
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施策 指標名 現況値 目標値 指標の説明 出典

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
等
の
事
業
基
盤
の
強
化

▶

事業承継（第三者
承継）の相談件数

約９０件/年
（R2-R４平均）

1,765件
(R5-R14累計)

事業承継の成約に向けた取組状況を示す
指標。
普及啓発の強化により、年平均180件
程度の相談件数を目指す。

石川県調べ

事業承継（第三者
承継）の成約件数

約２０件/年
（R2-R４平均）

410件
(R5-R14累計)

事業承継支援の成果を示す指標。
相談体制の充実等により、年平均40件
程度の成約を目指す。

石川県調べ

商工会・商工会議所の
支援による県内企業へ
の国プロジェクトの採択
状況

全国平均の
0.84倍
（R4）

全国平均の
１.２倍

(R14)

県内企業が商工会・商工会議所の支援
により、どれくらい国プロジェクトに採択され
たかを示す指標。
きめ細かな伴走支援により、全国平均より
も２割増となる採択を目指す。

石川県調べ

債務超過企業数の
割合

1.8％
（R4） 減少

意図しない倒産となりうるリスクが高い企業の
割合を示す指標。
経営改善やセーフティーネットの充実等に
より、当該企業数の減少を目指す。

石川県調べ

倒産企業数 51件
（R4）

減少

意図せず事業継続が困難になった企業数を
示す指標。
経営改善やセーフティーネットの充実等に
より、倒産企業数の減少を目指す。

石川県調べ

企
業
等
の
戦
略
的
誘
致

▶ 誘致企業の投資額
約314億円

（R4）

500億円
（R5-R14平均）

誘致企業による県内への投資額を示す
指標。
立地の優位性を活かした誘致活動を
展開し、現況値を上回る、県内投資の
増加を目指す。

石川県調べ

産業成長を支える分野別のKPI
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成長を牽引する
産業のロールモデル

石川県の特徴を活かした成長を牽引する産業のロールモデル

サプライチェーン

上質な文化

石川県の特徴

ものづくりの高い技術力

高等教育機関の集積

地域コミュニティ

国内外からの人流
（陸海空の交流基盤）

恵みをもたらす自然

成長市場への参入

ＤＸ・ＧＸの推進

デジタル基盤の構築

ブランディング

サステナビリティ

産学連携の強化

地域課題への取組

新たな時代－
さらなる高みへ

31

グローバル型

高い技術力により世界と伍する
グローバルプレイヤーへと成長

サプライチェーン型

産業集積を活かした「いしかわ型
のデジタル製造モデル」の実現

地域資源型

唯一無二の地域資源を活かした
魅力の最大化と需要の波及

生活インフラ関連型

デジタル基盤の活用等による
社会サービス業の活発化



類型の参考（地域未来牽引企業）

出典：経済産業省「地域未来牽引企業ハンドブック」

「地域未来牽引企業」とは
経済産業省により選定された
地域経済の中心的な担い手
となりうる事業者です。
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各ロールモデルの概要
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分
類

グローバル型 サプライチェーン型 地域資源型 生活インフラ関連型

高い技術力により世界と伍する
グローバルプレイヤーへと成長

産業集積を活かした「いしかわ型
のデジタル製造モデル」の実現

唯一無二の地域資源を活かした
魅力の最大化と需要の波及

デジタル基盤の活用等による
社会サービス業の活発化

ロ
ー
ル
モ
デ
ル

▶不断の研究・技術開発と
市場展開戦略により、
グローバルニッチトップ
として活躍。

▶特に、炭素繊維複合
材料（CFRP）や
水素関連技術等の
研究開発・実証を進め、
モビリティ・エネルギー・
航空宇宙等の成長市場
に展開するなど、
世界と伍するグローバル
プレイヤーに成長。

▶自動化・最適化、サプラ
イチェーンでのデジタル
連携等によって、県内外
のサプライチェーンに組み
込まれる高い競争力を
持つ。
特に、機械、繊維産業の
県内サプライチェーンに
おいて、共通する機能や
受発注の効率化、カーボン
ニュートラル対応等を連携
して実施（いしかわ型の
デジタル製造モデル）。

▶スタートアップや誘致企業
も含め、多様な企業で
共同研究開発等の連携
が進み、域内のサプライ
チェーンが強化。

▶豊かな食材、調理技術と
伝統的工芸品の器の
組み合わせなど、
唯一無二の地域資源を
効果的に掛け合わせ、
時代を捉えた一体的な
ストーリーで発信すること
で、顧客にとっての魅力を
最大化。

▶県内に訪れる多くの観光客
を、産業観光やワーケー
ションなどを通じて呼び
込むことで、自社の
魅力発信や交流による
イノベーションを推進。

▶充実したオープンデータを
有するデジタル基盤の
活用等により地域課題や
社会サービスに取り組む
スタートアップが成長。

▶家事代行サービスなど、
社会全体での適材適所の
役割分担により、石川の
共助社会が経済的
豊かさにも反映されていく。

取
組
例

・海外数か国で特許を有し、特定
市場におけるシェアを確立

・環境適合型の炭素繊維複合材料
（CFRP）を開発し、グリーン分野
の成長市場でシェアを確立

・顧客要望がデジタルで即座にサプ
ライチェーン全体に共有され、迅速な
マス・カスタマイゼーションを実現

・サプライチェーンでの温室効果ガス
排出管理・計測により国際的な
基準に適合

・特色ある食材と加工技術、伝統
工芸の器など石川の食文化を
海外富裕層のニーズを踏まえて
掛け合わせ、商品化

・産業観光など体験型観光をキーコン
テンツとする旅行商品を造成

・リアルタイムの需要・交通データを
用いた人口減少地域でのオンデ
マンドタクシー

・家事代行や子育てサポートの
マッチングを通じて、個人がサービス
提供者として活躍

※地域未来牽引企業の類型を参考として分類しているが、完全一致するものではない
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ロール
モデル

指標名 現況値 目標値 指標の説明 出典

グ
ロ
ー
バ
ル
型

▶

ニッチトップ企業数
（再掲）

９５社
（R4累計）

１２０社
（R14累計）

価格競争に巻き込まれない独自の技術に
よって特定分野で高いシェアを誇るニッチ
トップ企業数を示す指標。
販路開拓支援等により、２５社の増加
（年1～3社増）を目指す。

石川県調べ

県内企業の輸出額
（再掲）

3,331億円
（R4）

4,348億円
（R14）

県内企業の海外取引額の状況を示す指標。
海外バイヤーとの商談等を通じた販路
拡大により、約1千億円の増加（年平均
2.7％成長）を目指す。

石川県「貿易・海外
投資活動実態調査」

サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
型

▶

付加価値額
（繊維産業・機械産業）

6,907億円
（R3）

9,740億円
（R14）

県内サプライチェーン（繊維・機械）が
新しく創造した価値の割合を示す指標。

デジタル連携による、共通機能や受発注
機能の効率化、カーボンニュートラル対応
などにより、約3千億円の増加（年平均
3.0％成長）を目指す。

総務省「経済センサス」

「経済構造実態調査」

域内調達率
（繊維産業・機械産業）

31.2％
（R4）

35.0％
（R14）

県内サプライチェーン（繊維・機械）が
県内の事業者と取引した額（県内取引/
取引全体）を示す指標。

サプライチェーンの強化や共同研究開発の
支援などにより、3.5％（約340億円）
相当の上積みを目指す。

石川県調べ

ロールモデル別のＫＰＩ
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ロール
モデル

指標名 現況値 目標値 指標の説明 出典

地
域
資
源
型

▶

付加価値率
（農林水産業・食品製造業・
 宿泊,飲食サービス業）

22.5％
（R2）

23.2％
（R14）

地域資源を活用する産業が、新しく創造
した価値の割合を示す指標。
新たな商品・サービスの開発等により、
実質GDP年平均2.0％成長に相当する、
付加価値率の上昇を目指す。

総務省「経済センサス」

「経済構造実態調査」

観光消費単価 15,686円
（H27-R1平均）

17,000円
（R14）

観光消費単価を示す指標。
付加価値の高い旅行の推進等により、
約１割増の17,000円を目指す。

石川県調べ

県内の輸出額
（農林水産物・食品）

23.9億円
（R4）

100億円
（R12）

農林水産物・食品の輸出状況を示す指標。
輸出拡大の取組により、国の2030年
5兆円の輸出目標に連動し、現況値の
4倍増を目指す。

石川県「石川県貿易・
海外投資活動実態調査」

伝統的工芸品生産額
（従業員一人あたり）

4.6百万円
(R4)

4.8百万円
（R14）

伝統産業従事者一人当たりの生産額を
示す指標。
伝統的な技術を生かした商品開発・販路
開拓等により、増加を目指す。

石川県調べ

生
活
イ
ン
フ
ラ
関
連
型

▶

オープンデータセット数 100件
（R4累計）

300件
（R14累計）

県が保有している公共データを県民等が利活用
しやすいよう公開しているかを示す指標。
県民ニーズなどを踏まえて、公共データの選定、
公開を促進することで、現在の3倍増を目指す。

石川県調べ

広域連携基盤を活用
したサービス数

0件
（R4）

10件
（R14）

石川県広域データ連携基盤の活用状況
を示す指標。
国の目標設定を踏まえ、市町との連携を
進めることで、10件のサービス活用を目指す。

石川県調べ

開業率(サービス業(宿泊,
飲食サービス業除く))

3.9％
（R3）

全国平均を上回る
（R3:5.0%）

生活インフラに関するサービス業の開業率
（新規/期首に現存）を示す指標。
社会サービスの活性化により、全国平均を
上回る開業率の上昇を目指す。

総務省「経済センサス」

ほか

就業率 63.6％
（R4）

65.3％
（R14）

県内人口のうち就業者の割合を示す指標。
多様な人材の活躍を促し、人口減少下
でも現在の就業者数の維持を目指す。

石川県
「石川県労働力調査」

ロールモデル別のＫＰＩ



グローバル型（高い技術力により世界と伍するグローバルプレイヤーへと成長）
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石川県の特徴・現状 .

▶独自の優れた技術・製品で、世界・国内の特定市場でシェアトップを獲得しているニッチトップ企業が多数存在。他方、海外の知財問題等を抱える企業も。

▶高等教育機関の集積や大学コンソーシアム石川による連携、産業技術総合研究所、情報通信研究機構（NICT）、東京大学先端科学
技術研究センターなど県内外の研究開発機関と県内企業との共同研究開発体制が整っており、産学連携の素地がある。

▶繊維・機械産業の集積、金沢工業大学革新複合材料研究開発センター（ICC）を拠点とした産学官の共同研究により、CFRP等に
取り組む企業が県内全域に幅広く増加し、産業として集積しつつある。

▶水素ステーション、ゼロカーボンビレッジ（春蘭の里）のオープン。炭素繊維複合材料の水素タンク等への適合など、強みを活かした産業の育成の可能性。

ギャップ .
▶海外展開先国での販路の多角化や知財
対応等によるニッチトップ地位の強化が必要

▶新たな国・地域の開拓に向け、市場調査
や現地チャネル（流通経路）の開拓等が
必要

▶高等教育機関と連携した高度な研究
開発や人材育成等が必要

▶炭素繊維複合材料（CFRP）の用途
展開に向け、川下企業のニーズへの対応
や欧州等海外市場への進出が必要

▶水素関連産業の県外からの誘致、県内
企業の取組促進が必要  

成長を牽引する産業のロールモデル             .

▶不断の研究・技術開発と市場展開戦略により、グローバルニッチトップとして活躍。

▶特に、炭素繊維複合材料（CFRP）や水素関連技術等の研究開発・実証を進め、モビリティ・エネルギー・
航空宇宙等の成長市場に展開するなど、世界と伍するグローバルプレイヤーに成長。

当面のステップ .
▶ニッチトップ企業に対する、国とも連携
した知財等の高度専門家支援

▶新たな海外展開先国を切り開くトップ
外交や市場調査、バイヤー開拓の実施

▶産学官金コンソーシアムによる産学連携
のマッチングや国・県の研究開発支援へ
の橋渡し

▶CFRPの川下企業との共同研究開発、
欧州の研究開発拠点との連携

▶県内外の水素技術開発に資する実証
フィールド整備、研究事例の創出 等

主な支援体制
県・工試・ISICO
・成長戦略ファンドや国プロ支援
・マッチング、高度専門家派遣
・海外へのトップ外交
・CFRPや水素事業の基盤整備

高等教育機関
・産学連携による共同研究
・CFRP研究開発の推進

JETRO
・海外情報・相談対応

支援機関・金融機関
・国補助金等への申請支援
・海外展開資金支援、マッチング

（成果指標）ニッチトップ企業数、県内企業の輸出額



サプライチェーン型（産業集積を活かした「いしかわ型のデジタル製造モデル」の実現）
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石川県の特徴・現状 .

▶石川県の製造業（繊維・機械等）は、全国・世界を舞台に活躍する機械メーカーなど、ものづくり企業と協力企業が協業し、サプライチェーンを形成。
金沢地域を中心にITベンダー（情報通信サービス業）が集積している。

▶深刻な人手不足・後継者不足の中、サプライチェーンの維持すら困難な状況。ラインの自動化（ロボット）の導入や最適化（AI）の導入
はそれほど進んでいない。

▶製造産業のプラットフォーム化、自動車の電動化など、足許で進んでいる産業の地殻変動への県内企業の適合はいまだ途上。また、欧州を
中心として脱炭素化への規制も急速に進展しており、これまでの事業活動の変革が課題。

▶スタートアップや誘致企業との域内企業の連携は限定的。

成長を牽引する産業のロールモデル             .

▶自動化・最適化、サプライチェーンでのデジタル連携等によって、県内外のサプライチェーンに組み込まれる高い競争力を持つ。
特に、機械、繊維産業の県内サプライチェーンにおいて、共通する機能や受発注の効率化、カーボンニュートラル対応等を
連携して実施（いしかわ型のデジタル製造モデル）。

▶スタートアップや誘致企業も含め、多様な企業で共同研究開発等の連携が進み、域内のサプライチェーンが強化。

ギャップ .
▶ロボットによる自動化やAIによる最適化
による生産性の向上、水平・垂直統合を
通じての規模の経済性の発揮が必要

▶成長分野の県外メーカー等に対し、サプ
ライチェーンの中小企業が連携した製品・
サービス提案を行っていくことが必要

▶温室効果ガス排出管理・計測において、
サプライチェーンが連携して取り組むこと、
欧州等の先行する国際基準に速やかに
適合していくことが必要

▶スタートアップや誘致企業と域内企業が
連携し、地域ぐるみで成長することが必要

当面のステップ .
▶ロボット・AIの導入やエンジニアリング
チェーンのデジタル化、デジタルツインに
向けた最適な計画策定やFS調査支援、
ベンダーとのマッチング支援

▶DX・GXの企業連携への資金支援、
事業承継・M&Aの情報・資金支援

▶成長分野の県外メーカー等への営業、
国内外の展示商談会への共同出展

▶欧州等のCN先進基準の情報提供、
基準適合への取組の支援

▶スタートアップとのマッチング、誘致企業
への域内調達インセンティブ付け 等

主な支援体制
県・工試・ISICO
・ロボット導入やDX・GX等のFS
調査や連携事業への資金支援
・デジタルツインのノウハウ支援
・成長分野企業への営業、商談会
・CNの最新動向提供、取組支援
・事業承継・M&A支援
・スタートアップとのマッチング、
誘致企業の域内調達促進

高等教育機関
・デジタル人材のリスキリング

支援機関・金融機関
・経営、資金支援

（成果指標）付加価値率（繊維産業・機械産業）、域内調達率（繊維産業・機械産業）



地域資源型（唯一無二の地域資源を活かした魅力の最大化と需要の波及 ）

38

石川県の特徴・現状 .

▶金沢地域を中心として、藩政期以来、受け継がれてきた伝統文化と、現代文化が高度に融合しており、国内外から訪れる方々に高い評価を
得ている。

▶能登地域では、生物多様性が守られた伝統的な農法や漁法、祭礼などの地域文化、里山里海の豊かな自然に囲まれた日本の原風景など
サステナブルの観点から注目されている。

▶加賀地域では、２０２４年春に北陸新幹線県内全線開業を控え、白山や温泉郷などの地域の魅力、産業観光など、地域全体で活発化
が期待される。

▶特に、食や観光での誘客力が非常に高い。金沢の認知は高いものの、石川全体の認知・ブランド価値向上の余地は大きい。

成長を牽引する産業のロールモデル .

▶豊かな食材、調理技術と伝統的工芸品の器の組み合わせなど、唯一無二の地域資源を効果的に掛け
合わせ、時代を捉えた一体的なストーリーで発信することで、顧客にとっての魅力を最大化。

▶県内に訪れる多くの観光客を、産業観光やワーケーションなどを通じて呼び込むことで、自社の魅力発信や交流
によるイノベーションを推進。

ギャップ .
▶食文化など、様々な領域が一体的に
発展してきた歴史・ストーリーを整理し、
ブランド力の強化を図ることが必要

▶県内各地の地域性に着目した多彩な
価値の発信、さらなる資源の磨き上げにより、
県外や多様な世代・属性の需要を捉えること
が必要

▶石川県の強みである観光誘客を産業振興
にもつなげていくため、産業観光の拠点・
コンテンツ、ワーケーションの場作りが必要

当面のステップ .
▶食文化などでの複数産業一体での価値
の整理・磨き上げ、国内外の石川フェア
やアンテナショップ、バイヤー招聘等に
おける価値の一体発信

▶県内各地域の特徴を活かした新たな
商品・サービス開発への資金支援

▶デザイナー等とのマッチングによるユーザー
目線での商品・サービス開発、発信支援

▶繊維・食品・機械・伝産における産業
観光拠点や観光コンテンツ作りへの支援、
能登等におけるワーケーションの推進

▶コンテンツ産業や人材の誘致         等

主な支援体制
県・工試・ISICO
・食文化の一体支援、磨き上げ
・国内外での石川フェア・アンテナ
ショップ展開、バイヤー招聘
・成長戦略ファンドでの資金支援
・デザイナー等とのマッチング
・観光誘致、産業観光・ワーケー
ション支援

JETRO
・海外情報・相談対応

金融機関
・経営、資金支援

支援機関
・地域の産業観光等の支援

（成果指標）付加価値率（農林水産業・食品製造業・宿泊,飲食サービス業)、観光消費単価、
県内企業の輸出額（農林水産物・食品）、伝統工芸品生産額（従業員一人当たり）



生活インフラ関連型（デジタル基盤の活用等による社会サービス業の活発化）

39

石川県の特徴・現状 .

▶人口減少、少子高齢化により過疎化が進み、交通、医療福祉、社会サービスなど様々な地域課題を抱える。

▶向こう三軒両隣の「地域の絆」が残る共助のコミュニティ。
地域ぐるみでのボランティアやサポートの取組が根付いており、一部地域ではポイント付与など価値の見える化の動きも出ている。
他方、総じては経済活動として計上されておらず、経済的豊かさに反映されにくい状況。

▶行政や大学、金融機関、支援団体等でそれぞれスタートアップや起業に関する支援や相談の体制が構築されつつあるものの、有機的に結び
ついていない。特に、全国トップの高等教育機関の集積に比べ、大学発スタートアップが少ない。

成長を牽引する産業のロールモデル .

▶充実したオープンデータを有するデジタル基盤の活用等により地域課題や社会サービスに取り組むスタートアップが成長。

▶家事代行サービスなど、社会全体での適材適所の役割分担により、石川の共助社会が経済的豊かさにも
反映されていく。

ギャップ .
▶社会サービスへの民間参入・取組を活発化
させるためには、充実したオープンデータを
有するデータ連携基盤の整備が必要

▶オープンデータ等を用いて社会サービスに
取り組むスタートアップに対し、産学官金
の支援体制を有機的に結び付けていく
ことが必要

▶家事代行や子育てサポートのマッチング、
地域への貢献活動など、個人が社会
サービスの提供者となり、経済活動として成り
立っていく仕組みやインセンティブが必要

当面のステップ         .
▶本人認証機能等を備えたデータ連携
基盤の整備、オープンデータの拡充、
これらを活用したスタートアップの促進

▶スタートアップを支援する産学官金の
コンソーシアム構築、成長段階等に応
じた資金・経営・マッチング支援

▶地域課題に取り組むサービス開発等
に対する資金支援

▶地域ポイント等を用いた地域への貢献
活動の見える化など、社会サービスの
経済価値化する仕組みづくり

主な支援体制
県・工試・ISICO
・データ連携基盤の整備、
オープンデータの拡充
・スタートアップコンソーシアム構築
・成長戦略ファンドでの資金支援

高等教育機関
・大学発スタートアップの輩出

支援機関
・経営・起業支援

金融機関
・融資、経営支援、起業支援
・地域ポイントと連携したキャッシュ
レス取引推進

（成果指標）オープンデータセット数、広域連携基盤を活用したサービス数、
開業率（サービス業（宿泊,飲食サービス業除く））、就業率
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推進体制と進捗管理

41

DO

（実施）

CHECK

（評価）

ACTION

（改善）

ＰＬＡＮ

（計画）

毎年度の予算編成に反映
必要に応じた指針の改定

産学官金の 「オール石川」の
体制により、計画を推進

KPIをもとに進捗状況を
点検・評価・分析

施策の方向性を見直し
（若手経営者との意見交換等）

産学官金の「オール石川」の体制で推進。ＫＰＩをもとに進捗状況を点検・評価・分析し、
施策の方向性を見直しながら、毎年度の予算編成への反映や、必要に応じて指針を改定。
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施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ

ロ
ー
バ

ル

型

サ

プ

ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

型

地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

Ｄ

Ｘ

の

推

進

事業者のニーズに
応じたきめ細かな
デジタル人材育成

・AI・IoT等における最先端
技術により新たな価値を提供
できる専門人材の育成

● ●

・産業界のニーズを踏まえた高等
教育機関でのリスキリングプロ
グラムの開発・整理・マッチング

● ● ◎
戦略4施策2(1)②
「大学コンソーシアム石川」を核とした、産学官金連携による「学び」の充実

・ＤＸに関する基本的な知識・
ノウハウの普及促進 ● ● ●

〇
戦略2施策1(5)
スマート農業(ＤＸ)の展開による生産性の向上

〇
戦略2施策4(2)①
スマート農業(ＤＸ)の推進

〇
戦略2施策4(4)
林業従事者の確保・育成、定着の促進

〇
戦略2施策5(1)②
スマート水産業(ＤＸ)による操業や流通の効率化

〇
戦略5施策2(2)②
介護・福祉サービスを支える人材の定着促進・質の向上

〇
戦略6施策2(4)6⑥
サイバー空間の脅威への的確な対処

ＤＸの取組に
対する計画や
資金等の支援

・県内における企業が連携した
先進的なＤＸの取組の創出 ●

・事業者のＤＸに向けた設備・
システム導入支援 ●

・知的財産の戦略的活用の促進 ● ● 〇
戦略2施策3(1)①
ブランド農林水産物の魅力発信・生産拡大

第４章（産業成長を支える分野）のすべての産業に関係する施策体系と、第５章（ロールモデル）
として特に注力する施策体系、石川県成長戦略との連動を整理した表

43※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目
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ル
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ン
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地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

Ｄ

Ｘ

の

推

進

デジタルツインなど
先進技術の普及
啓発

・デジタルものづくり拠点
（石川ものづくりDX推進
 センター(仮称))の整備

・デジタルツインや次世代移動通信
システム（５G等）の普及促進 ● ●

社会サービスの
活発化に向けた
データ連携基盤の
整備・活用

・共助・共創を促す石川県広域
データ連携基盤の整備 ● ◎

横断的戦略1施策1
デジタル活用の基盤整備

・行政機関が保有するデータの
オープンデータ化 ● ◎ 横断的戦略1施策1

デジタル活用の基盤整備

G

Ｘ

の

推

進

成長市場としての
グリーン分野への
参入

・脱炭素化に資する先進的な
エネルギー技術や新素材の
研究開発支援

● ◎ 戦略6施策3(1)②
業務・産業部門における温室効果ガス排出削減

・炭素繊維分野における革新的
な研究開発の推進と用途展開 ●

世界の潮流を踏まえた
カーボンニュートラル
対応と競争力強化の
両立

①カーボンニュート
ラルの普及啓発

・産業ごとの課題や事業者の取組
段階に応じた普及啓発 ●

◎ 戦略6施策3(1)②
業務・産業部門における温室効果ガス排出削減

〇 戦略6施策3(1)③
運輸部門における温室効果ガス排出削減

・水素社会実現に向けた普及
啓発・実証フィールドの整備 ●

◎ 戦略6施策3(1)②
業務・産業部門における温室効果ガス排出削減

〇
戦略6施策3(1)③
運輸部門における温室効果ガス排出削減
・電気自動車など環境に配慮した自動車の普及促進

②環境配慮型の
事業活動の実践 ・省エネ・再エネ設備の導入など

脱炭素化を支援 ●

◎ 戦略6施策3(1)②
業務・産業部門における温室効果ガス排出削減

〇 戦略6施策3(1)①
家庭部門における温室効果ガス排出削減

44※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ
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型
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型
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型
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活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

G

Ｘ

の

推

進

世界の潮流を踏まえた
カーボンニュートラル
対応と競争力強化の
両立

②環境配慮型の
事業活動の実践

・環境に配慮した製品・サービス
の開発等の促進
（いしかわエコデザイン賞等）

●

◎ 戦略6施策3(1)②
業務・産業部門における温室効果ガス排出削減

〇 戦略6施策3(1)①
家庭部門における温室効果ガス排出削減

・民間企業の再生可能
エネルギー事業への参入促進

◎ 戦略6施策3(1)②
業務・産業部門における温室効果ガス排出削減

〇 戦略6施策3(2)
再生可能エネルギーのさらなる導入拡大

・資源循環の取組促進
（廃棄物等の排出抑制、
リサイクル製品の利用促進、
J-クレジット制度の普及・活用、
木質バイオマスの利用促進）

●

〇 戦略2施策2(1)
環境保全型農業(ＧＸ)の推進

〇 戦略2施策2(4)
耕畜連携による県内産の堆肥・飼料の生産・利用拡大

〇 戦略2施策4(2)②
Ｊ-クレジット制度や木質バイオマスの活用によるＧＸの推進

〇 戦略6施策3(1)④
森林等による温室効果ガスの吸収拡大

〇 戦略6施策3(3)①
廃棄物のさらなる排出抑制と循環資源の再使用、再生利用の推進

45※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ
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資

源

型

生

活

イ
ン
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関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

産

業

を

支

え

る

人

材

の

確

保

・

育

成

多様な人材の活躍
①学生の県内就職

・就職活動段階に応じた支援
 （インターンシップ、合同就職説明会、
奨学金返還助成制度など）

〇 戦略2施策1(3)①
担い手の確保・育成・定着

〇 戦略5施策2(2)①
介護・福祉サービスを支える人材の確保

・県内高等教育機関との連携に
よる学生の県内定着の促進 〇 戦略3施策6(4)②

外部人材との協働による地域づくり

・豊かな自然や文化などを活かした
サテライトキャンパス構想の推進 ◎ 戦略3施策6(4)②

外部人材との協働による地域づくり

②ＵＩターン人材
の確保 ・一人一人のニーズに寄り添った

きめ細かな支援による石川への
移住・定住の促進

◎ 戦略3施策5
地域活力の向上に向けた移住・定住の促進

〇 戦略3施策4
交流人口の拡大に資する陸・海・空の交流基盤のさらなる充実

〇 戦略3施策6(4)②
外部人材との協働による地域づくり

・いしかわ就職・定住総合
サポートセンター（ILAC） に
よるマッチング支援強化

〇 戦略2施策1(3)①
担い手の確保・育成・定着

〇 戦略2施策4(4)
林業従事者の確保・育成、定着の促進

〇 戦略2施策5(3)
漁業従事者の確保・育成、定着の促進

〇 戦略5施策2(2)①
介護・福祉サービスを支える人材の確保

・多様な主体による起業への
挑戦の後押し ●

③副業等人材の
活用

・都市部からの副業等の
活用支援

④外国人材の
確保・定着 ・外国人住民の支援体制の強化

（日本語教室など）

〇 戦略3施策7
世界に開かれた国際交流の推進

〇 戦略5施策4(3)
外国人と日本人がともに生き生きと安心して暮らせる社会づくりの推進

46※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ

ロ
ー
バ

ル

型

サ

プ

ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

型

地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

産

業

を

支

え

る

人

材

の

確

保

・

育

成

④外国人材の
確保・定着 ・外国人労働者等（介護人材、

農業人材含む）の確保・定着
支援

〇
戦略2施策1(3)①
担い手の確保・育成・定着
・農業系の高校・大学からの就農促進や外国人の活用など多様な人材の確保推進

〇
戦略5施策2(2)①
介護・福祉サービスを支える人材の確保
・外国人介護人材を受け入れる事業者への支援

⑤年齢や性別などに
よらないあらゆる
人材の活躍

・多様で柔軟な働き方への支援

〇
戦略2施策1(3)①
担い手の確保・育成・定着
・農福連携による障害者の就労機会の拡大

〇 戦略5施策2(1)④
高齢者が生きがいを持って積極的に社会参加できる環境の整備

〇 戦略5施策4
誰もが心豊かに安心して暮らせるインクルーシブな社会づくり

・企業等におけるワークライフ
バランスの取組推進

◎ 戦略5施策1(4)①
企業等におけるワークライフバランスの取組の推進

〇 戦略5施策1(3)
全ての子育て家庭が安心して子どもを育てることのできる環境の整備

〇 戦略5施策1(4)②
県民のワークライフバランス実現に向けた普及啓発・取組支援

〇 戦略5施策2(3)
地域包括ケアシステムの構築

・企業等が従業員の健康に配慮した
経営を行う「健康経営」の推進
（健康経営を宣言する企業等の認定、
セミナーの開催など）

◎ 戦略5施策2(1)③
県民の健康を支える環境づくり

・企業等における女性活躍に
向けた機運の醸成

◎ 戦略5施策5(1)①
企業等における女性活躍に向けた気運の醸成

〇
戦略5施策1(4)①
担い手の確保・育成・定着
・女性の農業経営へのさらなる参画を促進

〇 戦略5施策5(1)
あらゆる分野における女性の活躍推進

・多様な主体による起業への
挑戦の後押し（再掲）

47
※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ

ロ
ー
バ

ル

型

サ

プ

ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

型

地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

産

業

を

支

え

る

人

材

の

確

保

・

育

成

個別産業に
求められる人材の
確保・育成

・個別の産業を支える人材の
確保・育成
（農林水産業・建設業・製造
業・介護・福祉サービス業等）

● ●

〇 戦略2施策1(3)①
担い手の確保・育成・定着

〇 戦略2施策4(4)
林業従事者の確保・育成、定着の促進

〇 戦略2施策5(3)
漁業従事者の確保・育成、定着の促進

〇 戦略5施策2(2)
介護・福祉サービスを支える人材の確保

〇 戦略5施策3(1)
地域医療の確保に向けた医療従事者の確保・質の向上

〇 戦略6施策2(1)④
県民の安全・安心を支える建設業の担い手確保・育成

・産業技術専門校による
職業訓練の実施 ● ●

・伝統的な技術の次世代への
継承 ● 〇

戦略3施策1
石川県の優れた文化の継承と発展
・輪島塗、山中漆器、加賀友禅、九谷焼などの伝統工芸の継承と発展
・伝統文化の継承者などの文化の担い手の育成

・基幹産業としての石川の観光
を担う人材の育成 ● ◎ 戦略３施策３(5)

基幹産業としての石川の観光を担う人材の育成

・将来の地域産業を支える
児童生徒へのキャリア教育・
職業教育の充実

◎ 戦略4施策1(2)④
企業等における女性活躍に向けた気運の醸成

〇 戦略4施策1
次世代を担う人材の育成

◎ 戦略4施策1(6)②
職業能力の育成等の役割を担う専修・各種学校の振興

事業者のニーズに応じ
たきめ細かなデジタル
人材育成（再掲）

48※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ

ロ
ー
バ

ル

型

サ

プ

ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

型

地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

新

事

業

・

新

産

業

の

創

出

地域の特徴を活か
した新たな製品・
サービスの開発
①地域資源活用

・地域資源を特徴を活かした
新たな商品・サービスの開発
（成長戦略ファンドなど）

●
〇 戦略2施策3(2)①

里山里海の付加価値向上

〇 戦略3施策6(5)
地域が有する多彩な地域資源の活用による魅力の創出・継承

・伝統的な技術等を活かした
商品開発・販路開拓 ●

◎ 戦略3施策1(4)
豊かな食文化の振興

〇
戦略3施策1(1)
石川県の優れた文化の継承と発展
・輪島塗、山中漆器、加賀友禅、九谷焼などの伝統工芸の継承と発展

・県内における企業が連携した先進的
なＤＸの取組の創出（再掲）

・脱炭素化に資する先進的な
エネルギー技術や新素材の
研究開発支援（再掲）

・知的財産の戦略的活用の促進
（再掲）

②地域課題対応 ・地域課題に対応する新たな
社会サービスの開発
（成長戦略ファンド）

● 〇 戦略4施策2(2)①
地域の課題解決に向けた高等教育機関や企業との連携

③クリエイティブ
人材の活躍

・クリエイティブ人材など
コンテンツ産業の集積に向けた
人材・企業の誘致

● ◎ 戦略3施策5(2)
多様な暮らし方・働き方への志向の高まりを捉えた新たな人の流れの創出

・コンテンツ・サービス産業に
携わる人材の育成 ●

・デザイナー等とのマッチングに
よる商品・サービスの開発 ●

・コンテンツ産業を振興する
イベント等による賑わいの創出

〇 戦略3施策5(2)
アニメなどを活用した賑わいの創出

49※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ

ロ
ー
バ

ル

型

サ

プ

ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

型

地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

新

事

業

・

新

産

業

の

創

出

県内外の研究
開発機関との
連携による新たな
事業・産業の創出

・いしかわ新事業創出支援コンソー
シアムによる産学連携の推進 ● 〇 戦略4施策2(2)①

地域の課題解決に向けた高等教育機関や企業との連携

・県内企業と県内外の研究開発
機関との共同研究等の推進
（成長戦略ファンドなど）

●

・DX・GXに対応する
工業試験場の機能強化 ● ●

成長の新たな
原動力となる
スタートアップの
創出・育成

・スタートアップを支援する
コンソーシアムの構築 ● 〇 戦略4施策2(2)①

地域の課題解決に向けた高等教育機関や企業との連携

・スタートアップの成長段階に
応じた資金・経営・マッチング支援
（成長戦略ファンドなど）

● ●

社会サービスの
活発化に向けた
データ連携基盤の
整備・活用（再掲）

50※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ

ロ
ー
バ

ル

型

サ

プ

ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

型

地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

国

内

外

へ

の

販

路

開

拓

・

拡

大

県産品の魅力・価値
の向上と効果的な
発信

・石川県産品のブランド価値の
向上
（ブランド食材、伝統的工芸品、
里山里海資源、食文化など）

●

◎ 戦略3施策1(4)
豊かな食文化の振興

〇 戦略2施策1(2)①
県産米の消費拡大

〇 戦略2施策3(1)
農林水産物のブランド化のさらなる推進

〇 戦略2施策3(2)
里山里海地域の振興

〇 戦略2施策4(3)
県産材の利用促進

〇 戦略2施策5(2)
県産水産物のブランド化のさらなる推進

〇
戦略3施策1(1)
石川県の優れた文化の継承と発展
・歴史と伝統に裏付けられた食文化の継承と発展

〇 戦略3施策4
交流人口の拡大に資する陸・海・空の交流基盤のさらなる充実

・国内外のアンテナショップによる
県産品の魅力・価値の効果的
な発信

●

◎ 戦略3施策1(4)
豊かな食文化の振興

〇 戦略3施策4
交流人口の拡大に資する陸・海・空の交流基盤のさらなる充実

・伝統的な技術等を活かした
商品開発・販路開拓（再掲）

・知的財産の戦略的活用の促進
（再掲）

51※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ

ロ
ー
バ

ル

型

サ

プ

ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

型

地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

国

内

外

へ

の

販

路

開

拓

・

拡

大

海外への事業展開
の促進とニッチトップ
企業の拡大

・国際展開のサポートの充実
(市場調査・バイヤー開拓など) ● ● ●

・海外展示商談会の
開催・出展支援 ● ● ●

〇 戦略2施策1(2)①
県産米の消費拡大

〇 戦略2施策3(1)③
農林水産物の輸出拡大

〇 戦略6施策2(6)①
生産から消費に至るまでの食の安全・安心の確保

・グローバルニッチトップ企業の
育成 ●

・港湾機能の充実による
交流促進
（クルーズ船の寄港拡大、国
際物流拠点化、賑わい創出）

●
貨物

●
客船

◎ 戦略3施策4
交流人口の拡大に資する陸・海・空の交流基盤のさらなる充実

〇
戦略3施策3(3)
インバウンドにおける高付加価値旅行者の誘客強化
・国内外のクルーズ船誘致による広域観光の促進

国内における
事業展開の促進 ・国内展示商談会の開催・出展

支援 ● ●
〇 戦略2施策1(2)①

県産米の消費拡大

〇 戦略2施策5(2)
県産水産物のブランド化のさらなる推進

・ニッチトップ企業の育成 ●

・観光・ビジネス交流などによる
域内需要の拡大
（文化観光、産業観光、
ワーケーション、MICEなど)

●
〇 戦略3施策3

選ばれ続ける観光地としてのブランド力の強化

〇 戦略3施策4
交流人口の拡大に資する陸・海・空の交流基盤のさらなる充実

西部緑地公園の
再整備
（次世代型産業
展示館の整備）

・産業成長のための展示機能の
強化と公園の賑わい創出に
向けた、次世代型産業展示館
の整備

● ◎ 戦略3施策6(2)
西部緑地公園の再整備

52※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ

ロ
ー
バ

ル

型

サ

プ

ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

型

地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

中

小

企

業

・

小

規

模

事

業

者

の

事

業

基

盤

の

強

化

経営課題の高度化・
複雑化に対応する
ための伴走支援の
強化

・中小企業庁等との連携による
伴走支援の強化

・支援機関の伴走支援体制の強化

・事業の成長や効率化・改善を
支援するアドバイザーの派遣 ● ● ●

円滑な事業承継の
推進

・事業承継支援の強化（相談体制
の強化、支援の充実など）

セーフティーネットの
充実

・十分な制度融資枠の確保

・厳しい経営環境にある事業者
の事業再生・事業転換支援

・物価高騰など環境変化への
対応

賃上げを行う企業
への支援環境の
整備

・賃上げ等を行う企業へのインセ
ンティブの付与

地域企業の経営
を下支えするデジ
タル基盤の構築

・経営支援のための情報分析の
強化

・キャッシュレス取引の推進による
経営の効率化 ● 〇

戦略3施策4(3)①
交通ＤＸ・ＧＸの推進
・キャッシュレス化やＭａａＳ などの活用による公共交通機関の利便性
向上、利用促進
・ＡＩオンデマンド型交通や自動運転など新技術の活用促進

・中小企業・小規模事業者等へ
のデジタル化への意識啓発・
ノウハウ支援

● ●

53※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。



施策体系の整理（産業全般の施策×ロールモデル×成長戦略）

大

項

目

中

項

目

小

項

目

グ

ロ
ー
バ

ル

型

サ

プ

ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

型

地

域

資

源

型

生

活

イ
ン
フ
ラ

関

連

型

石川県成長戦略との連動する主な施策

◎：他戦略に明記（再掲として標記）
〇：関連して実施される施策

企

業

等

の

戦

略

的

誘

致

高い付加価値を
生み出す
労働生産性が高い
企業の誘致

・企業立地補助制度による企業
進出や増設の支援 ● 〇 戦略2施策1(3)②

農業法人などの新規参入の促進

・交通の利便性の良さや自然災害
リスクの低さなど地域の特性を
活かした誘致活動の展開

●

〇 戦略3施策4
交流人口の拡大に資する陸・海・空の交流基盤のさらなる充実

〇 戦略3施策5
地域活力の向上に向けた移住・定住の促進

〇 戦略5施策1
安心して子どもを生み育てることができる環境の充実

〇 戦略5施策2
生涯健康で安心して暮らせる社会づくり

〇 戦略5施策5
男女が共に活躍できる社会の実現

〇 戦略6施策2
安心して快適に暮らせる地域づくり

・誘致企業へのきめ細かい
フォローアップの実施 ●

・データの蓄積や処理を担う
データセンターの誘致

魅力ある雇用の場と
なる本社機能やサテ
ライトオフィスの誘致

・本社機能やサテライトオフィスの
誘致 ●

・コンテンツ産業に携わる企業等
の誘致（再掲）

54※分類上、特に注力する場合は「●」を記載しているが、産業全般に関わる場合は明示しない（空欄）。
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